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「降灰の現地調査の連携・データ共有の検討チーム」
内閣府「火山防災に係る調査企画委員会」の下に設置

＊2020年5月11日の会議に報告書提出

*検討当時の委員名簿



個人的な
思い

• VEI：4，5クラスの噴火では、分担して省力化の必要．
• 10年後には研究者も減る！

桜島対象噴火の降灰分布図
桜島火山地質（第1版より）



大前提！

•降灰の実況情報の発表
•⽕⼭活動の現状把握
•降灰予報の検証

気象庁

•⼟砂災害緊急情報の発表
国交省
砂防部

•研究研究者

•各機関・研究者は別々の
必要性，目的があって調査．

• それらの阻害にならないよ
うな連携と情報発信が必
要．
• それぞれの調査目的を妨げ
ないような連携
• データ共有の迅速性（防災
に役立てるため）

＊研究活動を妨げないような仕組になるように配慮
＊多くの研究者に加わっていただけるよう設計



議論し決めたこと
「降灰調査データ共有スキーム」

１．データ共有項目・方法
• 防災に必要なデータをデータ共有フォーマトの様式に
のっとって共有する．
• 共有は①JVDNシステムないし，②メール等で行う．
• 共有するデータは、必須共有項目以外は任意である．



データ共有フォーマット

＊調査時の降灰厚ないし単位面積当たりの重量を
位置情報と共に共有．



２．共有データ利用のルール．
①出所の明示

• 共有されたデータを⽤いた資料を公表する場合はデータの
出所を明⽰する。

②データ無断利用の禁止
• 共有された降灰調査データについては、データ提供者に無断
で利⽤してはならない。ただし気象庁と国交省砂防部のデー
タは出所を明示すれば利用してよい。

③防災利用時のルール
• ⾏政機関や指定公共機関が防災対応のために、必須共有
項⽬を、利⽤・公表する場合は、データ提供者への利⽤許可
申請を必要としない。

＊本スキームに参加する機関・人はルールを順守する
ことが条件



３．本スキームの事務局：気象庁が行う

①噴火時のスキームの立ち上げ（JVDNシステムへの登録など）
要議論↑

• 気象庁又は各機関・研究者が連携した調査を必要と判断した場合、気象庁は構築し
た協力体制をもとに，各機関・研究者それぞれの調査の必要性と目的に配慮しながら、
連携して現地調査が行えるような調整を、必要に応じて行う。さらに気象庁は、協力し
た調査結果を用いた降灰分布図や等層厚線図などを作成する場合にも、各機関・研
究者による連携した作成が円滑に実施できるよう調整する。←これは防災対応のため
のものを想定しているが、どこまでやるか要議論

②調査者（機関）の把握（わかる範囲で）。
③どこを調査しているか（わかる範囲で）。
④各機関・研究者からの要請があれば、上記②、③の情報を提供する。

• 気象庁は火山活動が活発化した時点で、現地調査の連携・データ共有が円滑に実施
できるよう、データ共有の枠組みに参加する各機関・研究者の協力体制を構築する。

• 気象庁は、噴火後、データ共有の枠組みに参加する各機関・研究者からの確認があれ
ば、事前に共有された情報や、必要に応じ各機関・研究者から収集した情報をもとに、
各機関・研究者による降灰調査の状況を把握し、各機関・研究者にその情報を提供す
る。

⑤運用上の課題解決などのための継続的な意見交換の実施
• 本スキームの実運用により今後明らかになる課題解決の検討のため、気象庁が中心

となり降灰調査を行う各機関・研究者の実務者による情報共有・意見交換を継続的に
実施する。

＊気象庁が調査を仕切るわけではない！



その他
• JVDNシステムの維持管理と改良

• 防災科学技術研究所はJVDN システムのさらなる改善を図るため、システム利用者
間での検討が促進されるよう、利用者間の連絡体制を構築するとともに、JVDN シ
ステムの維持管理に努める。

• 各機関への周知
• 各機関は本スキームが速やかに運用できるよう、出先機関への周知等の必要な取

組を進める。

• 研究者への宣伝
• 本スキームの効果的な運用には、本スキームへ参加する研究者等を増やすことが重

要である。そのため各機関は学会等の枠組みを活用した研究者等への周知や継続
した普及活動に努める。

• 関わる行政機関の協力
• また行政機関（気象庁・国土交通省砂防部局）は研究者が参加しやすいスキームと

するため、できる限りの協力を行うものとする。


